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②リスクコミュニケーションについて 26 
 27 
ⅰ）リスクコミュニケーションの一般的な重要性 28 
平成１６年版環境白書によれば、「リス29 
クコミュニケーションとは持続可能な社会30 
構築に向けて、個人、行政、企業、民間非31 
営利団体といった各主体間のパートナーシ32 
ップを確立するために、環境負荷や環境保33 
全活動等に関する情報を一方的に提供する34 
だけでなく、利害関係者の意見を聞き討議35 
することにより、お互いの理解と納得を深36 
めていくこと」とされている。 37 
 38 
化学物質の中には、人の健康や生態系へ39 
の影響が科学的に十分解明されていないも40 
のが数多くある。被害が発生してからの後41 
追い的規制では被害を未然に防止すること42 
はできない。  43 
しかし、化学物質は、利便性を向上させ、44 
快適で豊かな日常生活をもたらしている。45 
私たちの身の回りには多種多様な化学物質46 
が使用され、もはや我々の生活には欠かせ47 
ないものともなっており、根拠が十分でな48 
く、より安全であることが明らかな代替物49 
や対応策が確定していないものについて、50 
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図 12 リスクコミュニケーションの概念図 

図 11 各省庁の役割

＜調査研究＞

内分泌かく乱化学物質問題
関係省庁課長会議
（幹事会）

○農林水産省
主として食料の品質向上・安定供給の観点から
農林水産生物への影響実態調査、農林水産生
態系での動態解明、農薬の作用機構解明等

○文部科学省
学術研究の振興の観点から
大学等における基礎研究の推進
研究開発の総合的推進の観点から
産学官の連携による基盤的研究開発等

○国土交通省
主として水環境、住環境の保全の観点から
河川、下水道、住宅に係る調査研究
主として海洋汚染防止の観点から
海洋汚染調査等

〈成果〉
内分泌かく乱作用を有する物質の把握、試験方法の確立等

環境汚染の実態把握、環境中挙動・作用メカニズムの解明、人への健康影響評価、環境リスク評価等

〈内分泌かく乱化学物質に関する総合的な対策の推進〉
・健康、生態系への影響の未然防止対策（厚生労働、農林水産、経済産業、国土交通、環境） ・河川、下水道、住宅での対策（国土交通）
・食品、食器包装、家庭用品等の安全確保対策（文部科学、厚生労働、農林水産） ・農薬の安全確保、適正使用（農林水産、環境）

・環境への排出抑制（環境） ・労働環境の安全確保（厚生労働） ・業界の技術指導、代替品開発等（農林水産、経済産業）

○厚生労働省
主として人体影響の観点から
人の暴露実態調査・作用メカニズムの解明
・人に対する健康影響評価
内分泌かく乱作用の毒性評価方法等の確立
主として労働者の保護の観点から
労働環境の内分泌かく乱化学物質問題に関す
る研究

○環境省
主として環境保全への観点から
・環境汚染、野生生物影響等調査
・環境汚染を通じたリスク評価
・農薬の総合的リスク評価・管理手法の検討等

○経済産業省
主として産業活動の観点から
化学物質の内分泌かく乱作用の
スクリーニング試験方法等の開発、
製造・使用等実態調査




